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平成３０年度大村市農業集落排水事業会計予算 

（総 則） 

第１条 平成３０年度大村市農業集落排水事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）年間総処理水量 ６６０，１８６ｍ3 

（２）一日平均処理水量 １，８０９ｍ3

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収 入 

第１款 農業集落排水事業収益 ４３２，５７２千円 

第１項 営業収益 ９３，６７９千円 

第２項 営業外収益 ３３８，８９０千円 

第３項 特別利益 ３千円 

支 出 

第１款 農業集落排水事業費用 ３８８，５２９千円 

第１項 営業費用 ３２７，６４１千円 

第２項 営業外費用 ６０，３２１千円 

第３項 特別損失 ６７千円 

第４項 予備費 ５００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額 １５１，７４０千円は、過年度分損益勘定留保資金 ２５，

０５５千円及び当年度分損益勘定留保資金 １２６，６８５千円で補塡するものとす

る。）。 

収 入 

第１款 資本的収入 １２０，２６４千円 

第１項 分担金 ９，２７８千円 

第２項 補助金 １０２，９８５千円 

第３項 固定資産売却代金 １千円 

第４項 交付金 ８，０００千円 
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支 出 

第１款 資本的支出 ２７２，００４千円 

第１項 建設改良費 ３２，２６６千円 

第２項 企業債償還金 ２３７，７３８千円 

第３項 予備費 ２，０００千円 

 

（一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

（１）職員給与費 ２４，７７８千円 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 農業集落排水事業における臨時財政特例債元利償還金等の経費に充てるため、

一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３６０，１１８千円である。 

 

平成３０年２月２８日提出 

 

大村市長   園 田  裕 史 
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 農業集落排水 432,572

事 業 収 益 1 営 業 収 益 93,679

1 農業集落排水施設

使 用 料

2 そ の 他 営 業 収 益 172

2 営業外収益 338,890

1 他 会 計 補 助 金 257,133 一般会計補助金

2 長 期 前 受 金 戻 入 81,733

3 雑 収 益 24

3 特 別 利 益 3

1 固 定 資 産 売 却 益 1

2 過年度損益修正益 1

3 そ の 他 特 別 利 益 1

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 農業集落排水 388,529

事 業 費 用 1 営 業 費 用 327,641

1 管 渠 費 2,667

2 処 理 場 費 121,898

3 業 務 費 3,456

4 総 係 費 21,856

5 減 価 償 却 費 177,763

6 資 産 減 耗 費 1
固定資産の除却又は
廃棄に要する経費

2 営業外費用 60,321

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費

2 補 助 金 15
水洗便所改造資金貸
付金利子補給金

3 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

4 雑 支 出 1

3 特 別 損 失 67

1 過年度損益修正損 66 過年度調定分還付金

2 そ の 他 特 別 損 失 1

4 予 備 費 500

1 予 備 費 500

消費税及び地方消費
税納付分

6,000

93,507

平成３０年度大村市農業集落排水事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

54,305 企業債等の支払利息

支　　   出

款 項 目
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予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的収入 120,264

1 分 担 金 9,278

1 分 担 金 1

2 工 事 負 担 金 9,277 汚水管移設工事負担金

2 補 助 金 102,985

1 他 会 計 補 助 金 102,985 一般会計補助金

3 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

4 交 付 金 8,000

1 国 県 交 付 金 8,000 農山漁村整備交付金

予定額
（千円）

備　　　　　　　　考

1 資本的支出 272,004

1 建 設 改 良 費 32,266

1 公 共 事 業 10,043 最適整備構想策定業務委
託ほか

2 単 独 事 業 22,223 汚水管移設工事ほか

2 企 業 債 償 還 金 237,738

1 企 業 債 償 還 金 237,738 企業債の元金償還

3 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

資本的収入及び支出

収　　   入

款 項 目

支　　   出

款 項 目
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1

退職給付費

（千円）

4,293

4,293

4,376

4,376

△ 83

△ 83

２ 　給料及び手当の増減額の明細

３

(1) 職員１人当たり給与 (2) 初任給

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）
179,200 179,200

平 均 年 齢 37.0

本
年
度

高校卒 147,100 147,100

平成２８年
１２月１日現在

平 均 給 料 月 額 266,455

平 均 給 与 月 額 318,360
大学卒

平 均 給 料 月 額 295,822

平 均 給 与 月 額 358,960

平 均 年 齢 40.3

　給料及び手当の状況

区　　　　　　分 企 業 職

区　分 企業職（円）
一般会計の制度

行政職（円）平成２９年
１２月１日現在

手 当 △ 200
制度改正に伴う増減分 197

その他の増減分 △ 397  異動等による

給 料 △ 1,002

給与改定に伴う増加分 34

昇給に伴う増加分 346  定昇率2.98％

その他の増減分

区　分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説　明 備　考

△ 1,382  異動等による

手　当 手　当 手　当 勤務手当 手　当

（千円） （千円） （千円）

△ 168 27 555 △ 614

408 294 48 994 4,842

△ 422 △ 1,707

手
当
の
内
訳

区　分

扶　養 住　居 通　勤 時間外 期末勤勉

（千円） （千円）

本年度 240 294 75 1,549 4,228

比　較

前年度

比
　
較

△ 422 △ 1,707

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 △ 1,002 △ 200 △ 1,285

前
年
度

合　　　　　　計 △ 1,002 △ 200 △ 1,285

損益勘定支弁職員 3 11,626

合　　　　　　計 3 11,626 6,586 22,588 3,897 26,485

資本勘定支弁職員

10,624 6,386 21,303 3,475 24,778

6,586 22,588 3,897 26,485

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 3 10,624 6,386 21,303 3,475 24,778

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計 3

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区　　　　　　　　分

職   員   数 給　　　　　与　　　　　費 法　定
福利費

合　　計
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当

給 与 費 明 細 書

総　　括

計
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(3) 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

(5) 期末手当・勤勉手当

(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(7) その他の手当

平成２９年
１２月１日現在

７級

区　分 職員の級 職員数(人) 構成比(％)

４級

５級 1 33.3 1 33.3

６級

２級 1 33.3

３級 1 33.3

計 3 100.0 3 100.0

１級 1 33.3 1 33.3

７級

６級

企　　　業　　　職

　部長の職務 ３級 　主査の職務

　相当の知識又は経験を必要とする業務を
　行う主事又は技師の職務

　主事又は技師の職務

　課長の職務 ２級

区　　　分 企　業　職

職員数（Ａ）（人） 3

昇給に係る職員数（Ｂ）（人） 3

５級 　課長補佐の職務

　１　係長の職務
　２　主任の職務

４級

８号給 （人）

比率（Ｂ）／（Ａ）（％） 100.0%

区　分
支給期別支給率

号給数別内訳

２号給 （人）

４号給 （人） 3

６号給 （人）

本年度 2.125 2.275 4.40 有

支給率計 職 制 上 の 段 階 、
職 務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

備　考
６月(月分) １２月(月分) （月分）

一般会計の制度 2.125 2.275 4.40 有

前年度 2.075 2.225 4.30 有

備　考
の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) の 者 ( 月 分 ) （月分） 加 算 措 置 等

区　分
20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 額 そ の 他 の

通　　　　勤　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　　　分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶　　　　養　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

住　　　　居　　　　手　　　　当 同　　　　　じ

一 般 会 計 の
制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期

退職者特例措置
2％～45％加算

７級

職員の級区　分

平成２８年
１２月１日現在

１級

計

１級

２級

３級

４級

５級

職員数(人) 構成比(％)

６級
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千円
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 52,321

減価償却費 177,763

固定資産除却費 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） 14

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,967

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 77

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 81,733

受取利息及び配当金 0

支払利息 54,305

有形固定資産売却損益（△は益） 0

未収金の増減額（△は増加） △ 1,793

未払金の増減額（△は減少） △ 7,124

前払金の増減額（△は増加） 0

預り金の増減額（△は減少） 0

小計 195,644

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 54,305

業務活動によるキャッシュ・フロー 141,339

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 31,879

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 0

無形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 7,408

国庫補助金等返還による支出 0

一般会計からの繰入金による収入 95,727

負担金による収入 8,591

寄附金による収入 0

その他投資による支出 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 79,848

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 237,738

その他の企業債による収入 0

その他の企業債の償還による支出 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 237,738

資金増加額（又は減少額） △ 16,551

資金期首残高 59,736

資金期末残高 43,185

平成３０年度大村市農業集落排水事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）
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資　　　産　　　の　　　部　

1 円 円 円 円

(1)

ｲ 179,147,854

ﾛ 474,422,351

△ 146,779,235 327,643,116

ﾊ 776,789

△ 737,950 38,839  

ﾆ 7,458,425,925

△ 2,761,423,424 4,697,002,501

ﾎ 1,854,491,419

△ 801,114,642 1,053,376,777

ﾍ 0

0 0

ﾄ 0

6,257,209,087

(2)

ｲ 1,912,380

1,912,380

6,259,121,467

2

(1) 43,185,423

(2) 13,812,335

△ 161,721 13,650,614

56,836,037

6,315,957,504

機 械 及 び 装 置

平成３０年度大村市農業集落排水事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成３１年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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負　　　債　　　の　　　部　

3

(1)

ｲ 2,077,099,063

2,077,099,063

(2)

ｲ 7,333,430

7,333,430

2,084,432,493

4

(1) 0

(2)

ｲ 260,642,286

260,642,286

(3) 32,245,301

(4) 72,054

(5)

ｲ 1,387,000

ﾛ 281,000

1,668,000

294,627,641

5

(1) 4,540,415,727

(2) △ 1,589,390,610

2,951,025,117

5,330,085,251

資　　　本　　　の　　　部　

6 416,344,189

7

(1)

ｲ 416,636,734

ﾛ 91,729,506

ﾊ 299,729

ﾆ 0

ﾎ 8,541,095

517,207,064

(2)

ｲ 52,321,000

52,321,000

569,528,064

985,872,253

6,315,957,504

引 当 金 合 計

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

他 会 計 補 助 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

分 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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千円 千円 千円
1 営 業 収 益 (ｲ)
(1) 農業集落排水施設使用料 87,924
(2) そ の 他 営 業 収 益 157 88,081

2 営 業 費 用 (ﾛ)
(1) 管 渠 費 2,558
(2) 処 理 場 費 114,932
(3) 業 務 費 3,194
(4) 総 係 費 21,659
(5) 減 価 償 却 費 179,846
(6) 資 産 減 耗 費 1 322,190

営 業 損 失 (ﾛ)-(ｲ)=(ﾊ) 234,109

3 営 業 外 収 益 (ﾆ)
(1) 他 会 計 補 助 金 261,209
(2) 長 期 前 受 金 戻 入 80,764
(3) 雑 収 益 29 342,002

4 営 業 外 費 用 (ﾎ)
(1) 支 払 利 息 及 び 59,723

企 業 債 取 扱 諸 費

(2) 補 助 金 15
(3) 雑 支 出 4 59,742 282,260

経 常 利 益 (ﾊ)+(ﾆ)-(ﾎ)=(ﾍ) 48,151

5 特 別 利 益 (ﾄ)
(1) 固 定 資 産 売 却 益 1
(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1
(3) そ の 他 特 別 利 益 1 3

6 特 別 損 失 (ﾁ)
(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 62
(2) そ の 他 特 別 損 失 1 63 △ 60

(ﾍ)+(ﾄ)-(ﾁ)=(ﾘ) 48,091
0

0
48,091

 平成２９年度大村市農業集落排水事業予定損益計算書（前年度分）

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

 （平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金
変 動 額
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1 円 円 円 円

(1)

ｲ 179,148,854

ﾛ 474,422,351

△ 139,093,235 335,329,116

ﾊ 776,789

△ 737,950 38,839

ﾆ 7,428,461,925

△ 2,629,468,424 4,798,993,501

ﾎ 1,854,491,419

△ 763,314,642 1,091,176,777

ﾍ 0

0 0

ﾄ 0

6,404,687,087

(2)

ｲ 320,380

320,380

6,405,007,467

2

(1) 59,735,543

(2) 12,019,835

△ 147,721 11,872,114

71,607,657

6,476,615,124

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

有形固定資産合計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 物 付 属 設 備

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

無形固定資産合計

現 金 預 金

流 動 資 産

未 収 金

固 定 資 産 合 計

土 地

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

平成２９年度大村市農業集落排水事業予定貸借対照表（前年度分）

（平成３０年３月３１日）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部　
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負　　　債　　　の　　　部　

3

(1)

ｲ 2,329,187,063

2,329,187,063

(2)

ｲ 5,366,430

5,366,430

2,334,553,493

4

(1) 0

(2)

ｲ 246,292,286

246,292,286

(3) 39,368,921

(4) 72,054

(5)

ｲ 1,464,000

ﾛ 281,000

1,745,000

287,478,261

5

(1) 4,428,689,727

(2) △ 1,507,657,610

2,921,032,117

5,543,063,871

資　　　本　　　の　　　部　

6 368,253,189

7

(1)

ｲ 416,636,734

ﾛ 91,729,506

ﾊ 299,729

ﾆ 0

ﾎ 8,541,095

517,207,064

(2)

ｲ 48,091,000

48,091,000

565,298,064

933,551,253

6,476,615,124

固 定 負 債 合 計

未 払 金

預 り 金

引 当 金

流 動 負 債

一 時 借 入 金

建設改良費等の財源に

企 業 債

企 業 債 合 計

充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

剰 余 金

資 本 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

国 庫 補 助 金

負 債 合 計

長 期 前 受 金

資 本 剰 余 金

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

分 担 金

資 本 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

建設改良費等の財源に

充てるための企業債
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注記 

 

  Ⅰ．重要な会計方針 

    平成２６年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

   １ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   建物          １５～５０年 

   構築物         １０～５０年 

   機械及び装置      １５年 

   工具・器具及び備品   ４～１５年 

（２） 無形固定資産 

  ・減価償却の方法     定額法による。 

  ・主な耐用年数 

   ソフトウェア      ５年 

２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金  

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度手当の負担に属する額を計上している。 

（４） 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込額を計上して

いる。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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  Ⅱ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   平成３０年度において、貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算

して１年以内に償還予定のものを含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は２，０８

５，２６４千円である。 

２ 平成２９年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，１７

３千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

    平成２９年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２９１千円を取り崩すこととする。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

      平成２９年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１４４千

円を取り崩すこととする。 

 ３ 平成３０年度予定貸借対照表における引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，４６

４千円を取り崩すこととする。 

   （２）法定福利費引当金の取崩し  

      平成３０年度において、期末手当及び勤勉手当の支給に伴う法定福利費として支払うため、

法定福利費引当金２８１千円を取り崩すこととする。 

   （３）貸倒引当金の取崩し 

      平成３０年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金１４８千

円を取り崩すこととする。 

   

  Ⅲ．その他注記 

    新会計基準移行に係る経過措置 

（１）退職給付引当金に関する経過措置 

会計基準変更時差異（２９，５０２千円）については、平成２６年度から職員の退職までの

平均残余勤務年数（１５年）にわたり、均等額を費用処理している。 

（２）みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本

剰余金として整理している額については、平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産

で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべて

の資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象と

した按分等の方法を用いて合理的に整理している。 
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